

指定障害福祉サービス事業等の指定更新手続き等について

（障害者総合支援法）
岐阜県健康福祉部障害福祉課

令和５年１月
１　指定更新について                                                               
 (1) 概要
障害者総合支援法第２９条第１項の指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設の指定は、同法第４１条第１項の規定により、同法第５１条の１４第１項の指定一般相談支援事業者の指定は、同法第５１条の２１第１項の規定により、それぞれ６年ごとに更新を受けなければ、有効期間満了により指定の効力を失うことになり、報酬を請求することができなくなります。
指定の更新を受けるためには、指定更新申請をしていただく必要がありますが、人員・
設備及び運営などの指定基準を満たしていない場合や、申請法人やその役員等が過去に指定取消処分を受けた場合など、法律上の欠格事由に該当するときは、指定更新を受けることができません。
(2) 指定の有効期間について
指定の有効期間は、原則、指定日から６年となります。指定通知文を確認の上、指定の有効期間内に指定更新申請を行ってください。
(3) 休止中の事業者について
休止中の事業者は、人員基準が欠如しているなど、指定基準を満たしていないため、指定の更新ができません。
指定の継続を希望する場合は、指定基準を満たした上で再開届出書を提出していただく必要があります。

(4) 指定更新手続きを有効期間内に行わなかった事業所について
指定は失効となりますので、サービス利用者などの関係事業者に対して問題が生じないよう、必要な対応を速やかに行ってください。
　　なお、指定の有効期限経過後に提出された指定更新申請書は受理できません。
２ 指定更新申請の手続きについて
(1) 受付期間
 原則として、指定有効期間満了日の30日前までに、更新申請書類一式を提出してください。なお、審査の結果、指定基準に達しなかった申請については、申請を却下します。
(2) 提出方法
郵送でご提出してください。
(3) 提出部数
申請書、添付書類ともに１部提出してください。

(4) 提出先
	〒500-8570　岐阜県岐阜市薮田南２－１－１　岐阜県庁１２階
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(5) 更新申請書等の様式について
指定更新申請に係る各種様式については、岐阜県障害福祉課のホームページに掲載し

ています。
ＨＰアドレス　http://www.pref.gifu.lg.jp/kodomo/shogaisha/horei/11226/index_4812.html
(6) 指定更新時点で直近の届出事項（人員配置、各種加算等）から変更が生じていない場合

　　　指定更新の書類は、指定更新月における事業所の運営状況に応じて作成するものですが、指定更新月における事業所の運営状況が、指定更新の申請を行う直近の届出において県にすでに提出されている内容から変更を生じるものでない場合に限り、「（参考様式）添付書類の省略に係る誓約書」を提出することで、一部の書類（「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」及び「体制様式（届出書・総括表・別紙）」）の提出を省略することができます。詳細は、上記HPを参照してください。
(7) 指定の更新申請と同時期に変更届出事由が生じた場合
更新申請と同時期に変更届出事由が生じた場合は、指定更新申請書と併せて変更届出書を提出してください。この場合、指定更新申請書は、変更届出書による変更後の内容で作成してください。
また、過去に変更届出が必要だった事由について、変更届出書の提出漏れが判明した場合についても同様の扱いとしますが、その場合は、遅延理由書（任意様式）を併せて提出してください。

変更届の必要な事項は、次のとおりです。なお、変更届に必要な書類は、｢指定障害福祉サービス事業等の申請手続き等について｣ を参照してください。

  【変更届の必要な事項】
	1
	事業所（施設）の名称

	2
	事業所（施設）の所在地（設置の場所）

	3
	申請者（設置者）の名称

	4
	申請者（設置者）の主たる事務所の所在地

	5
	申請者（設置者）の代表者の氏名、生年月日、住所及び職名

	6
	定款・寄付行為等（指定就労継続支援A型事業者に限る。）若しくは登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る。）

	7
	事業所（施設）の平面図及び設備の概要

	8
	事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴

	9
	事業所のサービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴

	10
	事業所のサービス管理責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴

	11
	指定地域相談支援の提供に当たる者の氏名、生年月日、住所及び経歴

	12
	主たる対象者

	13
	運営規程

	14
	事業所の種別（併設型・空床型の別）

	15
	併設型における利用定員数又は空床型における当該施設の入所者の定員

	16
	協力医療機関（協力歯科医療機関）の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約内容

	17
	障害者支援施設等との連携体制及び支援の体制の概要

	18
	連携する公共職業安定所その他関係機関（提携就労支援機関）の名称


 (8) 審査について
指定更新申請書及び添付書類をもって審査します。申請書の提出後に、サービスの種類ごとに定められた人員、設備及び運営の基準を満たしているかどうか、具体的な審査を行います。審査にあたり、必要に応じて実地による確認を行います。また、審査の過程で不明な点等があった場合は、担当係より事業者の方に確認等の問い合わせを行う場合があります。
(9) 指定更新及び却下通知                                                               
指定更新した事業者には法人宛てに「指定更新通知書」を発行します。いずれも、当該事業所の見やすい場所に掲示してください。
  　指定基準が満たされずに申請が却下となった場合は、申請事業者に「却下通知書」を発行します。
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